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全世代型社会保障検討会議 全世代型社会保障改革の方針(令和２年12月15日閣議決定） 概要

• 少子高齢化が急速に進む中、現役世代の負担上昇を抑えながら、全ての世代の方々が安心できる社会保障制度を構
築し、次の世代に引き継いでいくことは、我々の世代の責任である。こうした観点から、少子化対策の強化と高齢者医
療の見直しに取り組む。

はじめに

• 令和４年度当初から不妊治療への保険適用を実施する。保険適用までの間、現行の不妊治療の助成制度について、
所得制限の撤廃や助成額の増額（１回30万円）等大幅に拡充する。

• 待機児童の解消を目指し、安定的な財源を確保しながら、令和３年度から令和６年度末までの４年間で最大約14万人
分の保育の受け皿を整備する。その際、地域のあらゆる子育て資源の活用を図る。

• 男性の育児休業の取得を促進するため、出生直後の休業の取得を促進する新たな枠組みの導入等を検討し、令和３
年の通常国会に必要な法案の提出を図る。

少子化対策

• 新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、都道府県の医療計画に新興感染症等への対応を位置づける。地域医
療構想については、各医療機関の役割分担を継続的に協議する基本的枠組みは維持し、その財政支援等を行う。また、
外来機能の明確化・連携を図るため、医療機関が都道府県に外来機能を報告する制度を創設し、紹介患者への外来を
基本とする医療機関を明確化する。

• 後期高齢者（75歳以上。現役並み所得者は除く）であっても課税所得が28万円以上（所得上位30％）及び年収200万円
以上の方に限って、その医療費の窓口負担割合を２割とする。施行時期は、令和４年度（2022年度）中までの間で、政
令で定める。施行にあたっては、長期頻回受診患者への配慮措置として、施行後２年間、１月分の負担増が4,500円に
収まるような措置を導入する。上記について、令和３年の通常国会に必要な法案の提出を図る。

• 特定機能病院及び一般病床200床以上の地域医療支援病院に紹介状なしで外来受診した場合に定額負担（初診5,000
円）を求めている制度について、地域の実情に応じて明確化される「紹介患者への外来を基本とする医療機関」のうち
一般病床200床以上の病院に対象範囲を拡大するとともに、より外来機能の分化の実効性が上がるよう、定額負担を
追加的に求める。

医療
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第
１
章

 
は
じ
め
に

 

１
．
こ
れ
ま
で
の
検
討
経
緯

 

政
府
は
、
昨
年
９
月
に
全
世
代
型
社
会
保
障
検
討
会
議
（
以
下
「
検
討
会
議
」
と
い
う
。
）
を

設
置
し
、
人
生

10
0
年
時
代
の
到
来
を
見
据
え
な
が
ら
、
お
年
寄
り
だ
け
で
は
な
く
、
子
供
た
ち
、

子
育
て
世
代
、
さ
ら
に
は
現
役
世
代
ま
で
広
く
安
心
を
支
え
て
い
く
た
め
、
年
金
、
労
働
、
医
療
、

介
護
、
少
子
化
対
策
な
ど
、
社
会
保
障
全
般
に
わ
た
る
持
続
可
能
な
改
革
を
検
討
し
て
き
た
。

 

検
討
会
議
は
昨
年

12
月
に
第
１
回
目
の
中
間
報
告
（
以
下
「
第
１
次
中
間
報
告
」
と
い
う
。
）

を
行
っ
た
。
当
該
中
間
報
告
に
基
づ
き
、
第

20
1
回
国
会
で
は
労
働
や
年
金
分
野
等
で
所
要
の
改

革
が
実
現
し
た
。
本
年
６
月
に
は
第
２
回
目
の
中
間
報
告
を
行
い
、
医
療
に
つ
い
て
、
第
１
次
中

間
報
告
で
示
さ
れ
た
方
向
性
や
進
め
方
に
沿
っ
て
、
更
に
検
討
を
進
め
、
本
年
末
の
最
終
報
告
に

お
い
て
取
り
ま
と
め
る
こ
と
と
し
た
。

 

本
年
９
月
の
菅
内
閣
の
発
足
後
、
検
討
会
議
の
検
討
を
再
開
し
、

10
月

15
日
に
少
子
化
対
策
、

1
1月

24
日
に
医
療
改
革
に
つ
い
て
議
論
を
行
っ
た
。

 

こ
れ
ま
で
の
検
討
会
議
の
検
討
や
与
党
の
意
見
を
踏
ま
え
、
全
世
代
型
社
会
保
障
改
革
の
方
針

を
定
め
る
。
 

 

２
．
全
世
代
型
社
会
保
障
改
革
の
基
本
的
考
え
方

 

 
菅
内
閣
が
目
指
す
社
会
像
は
、
「
自
助
・
共
助
・
公
助
」
そ
し
て
「
絆
」
で
あ
る
。
ま
ず
は
自

分
で
や
っ
て
み
る
。
そ
う
し
た
国
民
の
創
意
工
夫
を
大
事
に
し
な
が
ら
、
家
族
や
地
域
で
互
い
に

支
え
合
う
。
そ
し
て
、
最
後
は
国
が
守
っ
て
く
れ
る
、
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
が
し
っ
か
り
と
あ
る
、

そ
の
よ
う
な
社
会
を
目
指
し
て
い
る
。
 

社
会
保
障
制
度
に
つ
い
て
も
、
ま
ず
は
、
国
民
１
人
１
人
が
、
仕
事
で
も
、
地
域
で
も
、
そ
の

個
性
を
発
揮
し
て
活
躍
で
き
る
社
会
を
創
っ
て
い
く
。
そ
の
上
で
、
大
き
な
リ
ス
ク
に
備
え
る
と

い
う
社
会
保
険
制
度
の
重
要
な
役
割
を
踏
ま
え
て
、
社
会
保
障
各
制
度
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
を

通
じ
て
、
全
て
の
世
代
の
方
々
が
安
心
で
き
る
社
会
保
障
制
度
を
構
築
し
、
次
の
世
代
に
引
き
継

い
で
い
く
。
 

ま
ず
、
我
が
国
の
未
来
を
担
う
の
は
子
供
た
ち
で
あ
る
。
長
年
の
課
題
で
あ
る
少
子
化
対
策
を

大
き
く
前
に
進
め
る
た
め
、
本
方
針
に
お
い
て
、
不
妊
治
療
へ
の
保
険
適
用
の
早
急
な
実
現
、
待

機
児
童
の
解
消
に
向
け
た
新
た
な
計
画
の
策
定
、
男
性
の
育
児
休
業
の
取
得
促
進
と
い
っ
た
少
子

化
対
策
を
ト
ー
タ
ル
な
形
で
示
す
。

 

一
方
、
令
和
４
年
（

20
22
年
）
に
は
、
団
塊
の
世
代
が

75
歳
以
上
の
高
齢
者
と
な
り
始
め
る
中

で
、
現
役
世
代
の
負
担
上
昇
を
抑
え
る
こ
と
は
待
っ
た
な
し
の
課
題
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
も
、

少
し
で
も
多
く
の
方
に
「
支
え
る
側
」
と
し
て
活
躍
い
た
だ
き
、
能
力
に
応
じ
た
負
担
を
い
た
だ

く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
本
方
針
に
お
い
て
高
齢
者
医
療
の
見
直
し
の
方
針
を
示
す
。

 

こ
の
よ
う
な
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
現
役
世
代
へ
の
給
付
が
少
な
く
、
給
付
は
高
齢
者
中

心
、
負
担
は
現
役
世
代
中
心
と
い
う
こ
れ
ま
で
の
社
会
保
障
の
構
造
を
見
直
し
、
切
れ
目
な
く
全

て
の
世
代
を
対
象
と
す
る
と
と
も
に
、
全
て
の
世
代
が
公
平
に
支
え
合
う
「
全
世
代
型
社
会
保
障
」

へ
の
改
革
を
更
に
前
に
進
め
て
い
く
。

 

  第
２
章

 
少
子
化
対
策

 

 
少
子
化
の
問
題
は
、
結
婚
や
出
産
、
さ
ら
に
は
子
育
て
の
希
望
の
実
現
を
阻
む
、
様
々
な
要
因

が
絡
み
合
っ
て
生
じ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
、
政
府
と
し
て
は
、
待
機
児
童
の
解
消
と
併
せ
て
、
幼

稚
園
、
保
育
所
、
大
学
、
専
門
学
校
の
無
償
化
の
ほ
か
、
仕
事
と
育
児
の
両
立
支
援
、
結
婚
・
妊
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 娠
・
出
産
支
援
な
ど
の
総
合
的
な
取
組
を
進
め
て
き
た
。

 

我
が
国
の
未
来
を
担
う
の
は
子
供
た
ち
で
あ
る
。
長
年
の
課
題
で
あ
る
少
子
化
対
策
を
大
き
く

前
に
進
め
る
た
め
、
以
下
の
取
組
を
進
め
る
。

 

 
そ
の
上
で
、
安
心
し
て
子
供
を
産
み
育
て
ら
れ
る
環
境
を
つ
く
る
と
と
も
に
、
女
性
が
健
康
で

活
躍
で
き
る
社
会
を
実
現
し
て
い
く
。

 

 １
．
不
妊
治
療
へ
の
保
険
適
用
等

 

 
子
供
を
持
ち
た
い
と
い
う
方
々
の
気
持
ち
に
寄
り
添
い
、
不
妊
治
療
へ
の
保
険
適
用
を
早
急
に

実
現
す
る
。
具
体
的
に
は
、
令
和
３
年
度
（

20
2
1
年
度
）
中
に
詳
細
を
決
定
し
、
令
和
４
年
度

（
20
22
年
度
）
当
初
か
ら
保
険
適
用
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
、
工
程
表
に
基
づ
き
、
保
険
適
用
ま

で
の
作
業
を
進
め
る
。
保
険
適
用
ま
で
の
間
、
現
行
の
不
妊
治
療
の
助
成
制
度
に
つ
い
て
、
所
得

制
限
の
撤
廃
や
助
成
額
の
増
額
（
１
回

30
万
円
）
等
、
対
象
拡
大
を
前
提
に
大
幅
な
拡
充
を
行
い
、

経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
。
ま
た
、
不
育
症
の
検
査
や
が
ん
治
療
に
伴
う
不
妊
に
つ
い
て
も
、

新
た
な
支
援
を
行
う
。

 

同
時
に
、
不
妊
治
療
の
み
な
ら
ず
、
里
親
制
度
や
特
別
養
子
縁
組
等
の
諸
制
度
に
つ
い
て
周
知

啓
発
を
進
め
る
。
ま
た
、
児
童
虐
待
の
予
防
の
観
点
か
ら
、
地
域
で
子
供
を
見
守
る
体
制
の
強
化

や
児
童
福
祉
施
設
に
よ
る
子
育
て
家
庭
へ
の
支
援
の
強
化
を
着
実
に
推
進
す
る
。
さ
ら
に
、
不
妊

治
療
と
仕
事
の
両
立
に
関
し
、
社
会
的
機
運
の
醸
成
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
中
小
企
業
の
取
組

に
対
す
る
支
援
措
置
を
含
む
、
事
業
主
に
よ
る
職
場
環
境
整
備
の
推
進
の
た
め
の
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
。
 

＜
工
程
表
＞
 

 
 ２
．
待
機
児
童
の
解
消

 

政
権
交
代
以
来
、

72
万
人
の
保
育
の
受
け
皿
を
整
備
し
、
今
年
の
待
機
児
童
は
、
調
査
開
始
以

来
、
最
小
の
１
万
２
千
人
と
な
っ
た
。
待
機
児
童
の
解
消
を
目
指
し
、
女
性
の
就
業
率
の
上
昇
を

踏
ま
え
た
保
育
の
受
け
皿
整
備
、
幼
稚
園
や
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
を
含
め
た
地
域
の
子
育
て
資
源
の

活
用
を
進
め
る
た
め
、
年
末
ま
で
に
「
新
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
を
取
り
ま
と
め
る
。

 

具
体
的
に
は
、
安
定
的
な
財
源
を
確
保
し
な
が
ら
、
令
和
３
年
度
（

20
21
年
度
）
か
ら
令
和
６

年
度
（

20
24
年
度
）
末
ま
で
の
４
年
間
で
約

14
万
人
分
の
保
育
の
受
け
皿
を
整
備
す
る
。
そ
の
際
、

保
育
ニ
ー
ズ
が
増
加
し
て
い
る
地
域
、
マ
ッ
チ
ン
グ
の
強
化
が
必
要
な
地
域
な
ど
、
地
域
の
特
性

に
応
じ
た
支
援
に
取
り
組
み
、
地
域
の
あ
ら
ゆ
る
子
育
て
資
源
の
活
用
を
図
る
。

 

新
プ
ラ
ン
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
社
会
全
体
で
子
育
て
を
支
援
し
て
い
く
と
の
大
き
な
方
向
性
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 の
中
で
、
公
費
に
加
え
て
、
経
済
界
に
協
力
を
求
め
る
こ
と
に
よ
り
安
定
的
な
財
源
を
確
保
す

る
。
 

そ
の
際
、
児
童
手
当
に
つ
い
て
は
、
少
子
化
社
会
対
策
大
綱
（
令
和
２
年
５
月

29
日
閣
議
決

定
）
等
に
基
づ
き
、
高
所
得
の
主
た
る
生
計
維
持
者
（
年
収

1,
20
0万

円
1
以
上
の
者
）
を
特
例
給

付
の
対
象
外
と
す
る
。

 

児
童
手
当
の
見
直
し
の
施
行
時
期
に
つ
い
て
は
、
施
行
に
要
す
る
準
備
期
間
等
も
考
慮
し
、
令

和
４
年
（
20
22
年
）

10
月
支
給
分
か
ら
適
用
す
る
。

 

こ
れ
ら
の
た
め
に
、
令
和
３
年
（

20
21
年
）
の
通
常
国
会
に
必
要
な
法
案
の
提
出
を
図
る
。

 

ま
た
、
少
子
化
社
会
対
策
大
綱
等
に
基
づ
き
、
安
定
的
な
財
源
を
確
保
し
つ
つ
、
ラ
イ
フ
ス
テ

ー
ジ
に
応
じ
た
総
合
的
な
少
子
化
対
策
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
。
そ
の
際
、
児
童
手
当
に
つ
い

て
、
多
子
世
帯
等
へ
の
給
付
の
拡
充
や
世
帯
間
の
公
平
性
の
観
点
で
の
世
帯
合
算
導
入
が
必
要
と

の
指
摘
も
含
め
、
財
源
確
保
の
具
体
的
方
策
と
併
せ
て
、
引
き
続
き
検
討
す
る
。

 

 

３
．
男
性
の
育
児
休
業
の
取
得
促
進

 

男
性
の
育
児
参
加
を
進
め
る
た
め
、
今
年
度
か
ら
男
性
国
家
公
務
員
に
は
１
ヶ
月
以
上
の
育
児

休
業
等
の
取
得
を
求
め
て
い
る
が
、
民
間
企
業
で
も
男
性
の
育
児
休
業
の
取
得
を
促
進
す
る
。

 

具
体
的
に
は
、
出
生
直
後
の
休
業
の
取
得
を
促
進
す
る
新
た
な
枠
組
み
を
導
入
す
る
と
と
も
に
、

本
人
又
は
配
偶
者
の
妊
娠
・
出
産
の
申
出
を
し
た
個
別
の
労
働
者
に
対
す
る
休
業
制
度
の
周
知
の

措
置
や
、
研
修
・
相
談
窓
口
の
設
置
等
の
職
場
環
境
の
整
備
等
に
つ
い
て
、
事
業
主
に
義
務
付
け

る
こ
と
、
男
性
の
育
児
休
業
取
得
率
の
公
表
を
促
進
す
る
こ
と
を
検
討
し
、
労
働
政
策
審
議
会
に

お
い
て
結
論
を
取
り
ま
と
め
、
令
和
３
年
（

20
21
年
）
の
通
常
国
会
に
必
要
な
法
案
の
提
出
を
図

る
。
 

  第
３
章

 
医
療
 

少
子
高
齢
化
が
急
速
に
進
む
中
、
現
役
世
代
の
負
担
上
昇
を
抑
え
な
が
ら
、
全
て
の
世
代
の

方
々
が
安
心
で
き
る
社
会
保
障
制
度
を
構
築
し
、
次
の
世
代
に
引
き
継
い
で
い
く
こ
と
は
、
我
々

の
世
代
の
責
任
で
あ
る
。
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
以
下
の
取
組
を
進
め
る
。

 

 

１
．
医
療
提
供
体
制
の
改
革

 

第
１
次
中
間
報
告
で
は
医
療
提
供
体
制
の
改
革
の
方
向
性
が
示
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今

般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
を
踏
ま
え
、
有
事
に
必
要
な
対
策
が
機
動
的
に
講

じ
ら
れ
る
よ
う
、
都
道
府
県
の
医
療
計
画
に
新
興
感
染
症
等
へ
の
対
応
を
位
置
づ
け
る
と
と
も

に
、
地
域
医
療
構
想
に
つ
い
て
は
、
中
長
期
の
医
療
需
要
の
変
化
を
見
据
え
、
各
医
療
機
関
の
役

割
分
担
を
継
続
的
に
協
議
す
る
基
本
的
枠
組
み
は
維
持
し
、
そ
の
財
政
支
援
等
を
行
う
。
 

外
来
医
療
に
お
い
て
は
、
大
病
院
に
お
け
る
患
者
の
待
ち
時
間
や
勤
務
医
の
外
来
負
担
等
の
問

題
に
鑑
み
、
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
強
化
と
と
も
に
、
外
来
機
能
の
明
確
化
・
連
携
を
図
る
。
こ

の
た
め
、
ま
ず
は
、
医
療
資
源
を
多
く
活
用
す
る
外
来
に
着
目
し
て
、
医
療
機
関
が
都
道
府
県
に

外
来
機
能
を
報
告
す
る
制
度
を
創
設
し
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
紹
介
患
者
へ
の
外
来
を
基
本

と
す
る
医
療
機
関
を
明
確
化
す
る
。

 

あ
わ
せ
て
、
安
全
性
・
信
頼
性
の
担
保
を
前
提
と
し
た
オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
医
師
の
健
康
を
確
保
し
医
療
の
質
・
安
全
の
向
上
を
図
る
た
め
の
医
師
の
働
き
方
改
革
、
医

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  
 

1
 
子
供
２
人
と
年
収
1
03
万
円
以
下
の
配
偶
者
の
場
合
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5
 

 療
関
係
職
種
の
専
門
性
を
生
か
し
た
医
療
提
供
体
制
の
推
進
、
医
師
偏
在
に
関
す
る
実
効
的
な
対

策
を
進
め
る
。
 

 

２
．
後
期
高
齢
者
の
自
己
負
担
割
合
の
在
り
方
 

第
１
次
中
間
報
告
で
は
、
「
医
療
に
お
い
て
も
、
現
役
並
み
所
得
の
方
を
除
く

75
歳
以
上
の
後

期
高
齢
者
医
療
の
負
担
の
仕
組
み
に
つ
い
て
、
負
担
能
力
に
応
じ
た
も
の
へ
と
改
革
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、

20
22
年
に
か
け
て
、
団
塊
の
世
代
が

75
歳
以
上
の
高
齢
者
と
な
り
、

現
役
世
代
の
負
担
が
大
き
く
上
昇
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
中
で
、
現
役
世
代
の
負
担
上
昇
を
抑

え
な
が
ら
、
全
て
の
世
代
が
安
心
で
き
る
社
会
保
障
制
度
を
構
築
す
る
。
」
と
さ
れ
た
上
で
、

「
後
期
高
齢
者
（
75
歳
以
上
。
現
役
並
み
所
得
者
は
除
く
）
で
あ
っ
て
も
一
定
所
得
以
上
の
方
に

つ
い
て
は
、
そ
の
医
療
費
の
窓
口
負
担
割
合
を
２
割
と
し
、
そ
れ
以
外
の
方
に
つ
い
て
は
１
割
と

す
る
。
」
と
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

 

少
子
高
齢
化
が
進
み
、
令
和
４
年
度
（
20
22
年
度
）
以
降
、
団
塊
の
世
代
が
後
期
高
齢
者
と
な

り
始
め
る
こ
と
で
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
の
急
増
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
若
い
世
代
は
貯
蓄
も
少

な
く
住
居
費
・
教
育
費
等
の
他
の
支
出
の
負
担
も
大
き
い
と
い
う
事
情
に
鑑
み
る
と
、
負
担
能
力

の
あ
る
方
に
可
能
な
範
囲
で
ご
負
担
い
た
だ
く
こ
と
に
よ
り
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
の
負
担
を
軽

減
し
、
若
い
世
代
の
保
険
料
負
担
の
上
昇
を
少
し
で
も
減
ら
し
て
い
く
こ
と
が
、
今
、
最
も
重
要

な
課
題
で
あ
る
。
 

そ
の
場
合
に
あ
っ
て
も
、
何
よ
り
も
優
先
す
べ
き
は
、
有
病
率
の
高
い
高
齢
者
に
必
要
な
医
療

が
確
保
さ
れ
る
こ
と
で
あ
り
、
他
の
世
代
と
比
べ
て
、
高
い
医
療
費
、
低
い
収
入
と
い
っ
た
後
期

高
齢
者
の
生
活
実
態
を
踏
ま
え
つ
つ
、
自
己
負
担
割
合
の
見
直
し
に
よ
り
必
要
な
受
診
が
抑
制
さ

れ
る
と
い
っ
た
事
態
が
生
じ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

 

今
回
の
改
革
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
後
期
高
齢
者
（

75
歳
以
上
。
現
役

並
み
所
得
者
は
除
く
）
で
あ
っ
て
も
課
税
所
得
が

28
万
円
以
上
（
所
得
上
位

30
％

2
）
か
つ
年
収

2
00
万
円
以
上
（
単
身
世
帯
の
場
合
。
複
数
世
帯
の
場
合
は
、
後
期
高
齢
者
の
年
収
合
計
が

32
0
万

円
以
上
）
の
方
に
限
っ
て
、
そ
の
医
療
費
の
窓
口
負
担
割
合
を
２
割
と
し
、
そ
れ
以
外
の
方
は
１

割
と
す
る
。
 

今
回
の
改
革
の
施
行
時
期
に
つ
い
て
は
、
施
行
に
要
す
る
準
備
期
間
等
も
考
慮
し
、
令
和
４
年

度
（
20
22
年
度
）
後
半

3 ま
で
の
間
で
、
政
令
で
定
め
る
こ
と
と
す
る
。

 

ま
た
、
施
行
に
当
た
っ
て
は
、
長
期
頻
回
受
診
患
者
等
へ
の
配
慮
措
置
と
し
て
、
２
割
負
担
へ

の
変
更
に
よ
り
影
響
が
大
き
い
外
来
患
者
に
つ
い
て
、
施
行
後
３
年
間
、
１
月
分
の
負
担
増
を
、

最
大
で
も
3,
00
0円

に
収
ま
る
よ
う
な
措
置
を
導
入
す
る
。

 

 
「
１
.」

及
び
「
２

.」
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
（

20
21
年
）
の
通
常
国
会
に
必
要
な
法
案
の
提

出
を
図
る
。
 

 ３
．
大
病
院
へ
の
患
者
集
中
を
防
ぎ
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
強
化
を
図
る
た
め
の
定
額
負
担
の
拡

 

 
 
大
 

第
１
次
中
間
報
告
で
は
、
「
外
来
受
診
時
定
額
負
担
に
つ
い
て
は
、
医
療
の
あ
る
べ
き
姿
と
し

て
、
病
院
・
診
療
所
に
お
け
る
外
来
機
能
の
明
確
化
と
地
域
に
お
け
る
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
強

化
等
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
、
平
成
14
年
の
健
康
保
険
法
改
正
法
附
則
第
２
条
を
堅
持
し
つ
つ
、

大
病
院
と
中
小
病
院
・
診
療
所
の
外
来
に
お
け
る
機
能
分
化
、
か
か
り
つ
け
医
の
普
及
を
推
進
す

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  
 

2
 
現
役
並
み
所
得
者
を
除
く
と

23
％
 

3
 
令
和
４
年
(
20

22
年

)
10
月
か
ら
令
和
５
年

(2
02
3
年

)３
月
ま
で
の
各
月
の
初
日
を
想
定
。
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6
 

 る
観
点
か
ら
、
ま
ず
は
、
選
定
療
養
で
あ
る
現
行
の
他
の
医
療
機
関
か
ら
の
文
書
に
よ
る
紹
介
が

な
い
患
者
の
大
病
院
外
来
初
診
・
再
診
時
の
定
額
負
担
の
仕
組
み
を
大
幅
に
拡
充
す
る
」
と
す
る

方
向
性
を
示
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

 

現
在
、
特
定
機
能
病
院
及
び
一
般
病
床

20
0
床
以
上
の
地
域
医
療
支
援
病
院
に
つ
い
て
、
紹
介

状
な
し
で
外
来
受
診
し
た
場
合
に
定
額
負
担
（
初
診

5,
00
0円

）
を
求
め
て
い
る
が
、
医
療
提
供

体
制
の
改
革
に
お
い
て
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
明
確
化
さ
れ
る
「
紹
介
患
者
へ
の
外
来
を
基
本

と
す
る
医
療
機
関
」
の
う
ち
一
般
病
床

20
0
床
以
上
の
病
院
に
も
対
象
範
囲
を
拡
大
す
る
。

 

ま
た
、
よ
り
外
来
機
能
の
分
化
の
実
効
性
が
上
が
る
よ
う
、
保
険
給
付
の
範
囲
か
ら
一
定
額

（
例
：
初
診
の
場
合
、

2,
00
0円

程
度
）
を
控
除
し
、
そ
れ
と
同
額
以
上
の
定
額
負
担
を
追
加
的

に
求
め
る
よ
う
仕
組
み
を
拡
充
す
る
。

 
＜
対
象
範
囲
拡
大
の
イ
メ
ー
ジ
＞
 

 
  第
４
章

 
終
わ
り
に

 

現
役
世
代
へ
の
給
付
が
少
な
く
、
給
付
は
高
齢
者
中
心
、
負
担
は
現
役
世
代
中
心
と
い
う
こ
れ

ま
で
の
社
会
保
障
の
構
造
を
見
直
し
、
切
れ
目
な
く
全
て
の
世
代
を
対
象
と
す
る
と
と
も
に
、
全

て
の
世
代
が
公
平
に
支
え
合
う
「
全
世
代
型
社
会
保
障
」
の
考
え
方
は
、
今
後
と
も
社
会
保
障
改

革
の
基
本
で
あ
る
べ
き
で
あ
る
。
本
方
針
を
速
や
か
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
今
後
そ
の
フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ
を
行
い
つ
つ
、
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
の
確
立
を
図
る
た
め
、
総
合
的
な
検
討
を

進
め
、
更
な
る
改
革
を
推
進
す
る
。
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就職氷河期世代支援に関する行動計画2020
（令和２年１２月２５日）について
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就職氷河期世代支援に関する行動計画2020について（令和２年１２月２５日就職氷河期世代支援の推進に関する関係府省会議決定）

相談、教育訓練から就職、定着まで切れ目のない支援

個々人の状況に合わせた、より丁寧な寄り添い支援
 アウトリーチの展開

○ アウトリーチ等の充実による自立相談支援機関の機能強化
○ 本人や家族への情報のアウトリーチの更なる強化
〇 地域若者サポートステーションの支援の充実

 支援の輪の拡大
○ ひきこもり地域支援センターと自立相談支援機関の連携強化
〇 ひきこもり当事者等によるＳＮＳ・電話等による支援の充実
○ 本人の生きる力の回復や自己肯定感を育むための伴走型支援・家族支援及び居場所の充実等
○ ひきこもり支援に携わる人材の養成研修
○ 8050等の複合的な課題を抱える世帯への包括的な支援の推進、居場所を含む多様な地域活動の促進
○ ポスト青年期を過ぎようとしている者への対応に関する講習開催への支援等
○ 地域における就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング
○ 就労準備支援事業等の広域的実施による実施体制の整備促進
○ 農業分野等との連携強化モデル事業の実施
○ 技能修得期間における生活福祉資金貸付の推進
○ 女性向け就労支援等を行う地方自治体の取組への支援等

〇関係者で構成する全国プラットフォーム、都道府県・市町村プラットフォームの開催 〇地域就職氷河期世代支援加速化交付金を活用した先進的・積極的な取組への支援
※ 毎年、全国プラットフォームにおいて、取組状況のフォローアップを実施し、施策の改善・見直しにつなげる。

・ 個別施策の見直しに向けて、施策の効果を的確に評価することが可能となるよう、個別施策の支援先のデータの収集・整理に取り組むことにより、原則として、就職氷河期
世代を支援した実績とその他の世代を支援した実績を明らかにする。

・ 各事業の実施に当たっては、一人一人の事情や地域の実情に即した支援メニューとしていく必要があることに鑑み、当事者をはじめとする関係者の声に耳を傾け、地域にお
ける施策の運用実態を把握しながら、不断の見直しを行いつつ、取組を進めていく。

 きめ細やかな伴走支援型の就職相談・定着支援体制の確立
○ ハローワークに専門窓口を設置、担当者によるチーム支援の実施

 受けやすく、即効性のあるリカレント教育の確立（出口一体型）
（業界団体等と連携した即効性のある就職支援等）
○ 業界団体等による短期間での資格取得・正社員就職の支援
○ 観光業、自動車整備業、建設業、造船・舶用工業、船員等への新規就業者の確保・育成
○ 農業、林業、漁業への新規就業者の確保・育成
〇 求職者支援訓練

（キャリアアップ・就職に向けたリカレント教育等）
○ リカレント教育に関する大学・専修学校等の取組の支援

その他の取組
 一人一人につながる戦略的な広報の展開

○ 就職氷河期世代等に関する積極的な広報の実施
 地方への人の流れをつくり、地方における雇用機会の創出を促す施策

○ ふるさとワーキングホリデーの推進等
○ 戦略的な求人ツール等を活用した若者人材の移転支援

 テレワークの推進
〇 柔軟な働き方が可能なテレワークの全国への普及促進
〇 地方への人の流れづくりに資するテレワーク
〇 適正な労務管理下における良質なテレワークの普及促進

 公務員の中途採用の促進
○ 国家公務員の中途採用の促進
○ 地方公務員の中途採用の促進

 労使の取組
○ 積極的な採用促進、人材育成の充実、就労や社会参加に向けた取組を
一層推進。

プラットフォームを核とした新たな連携の推進

基本的考え方

 採用企業側の受入機会の増加につながる環境整備
〇 特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）
○ トライアル雇用助成金（一般トライアルコース）
○ キャリアアップ助成金（正社員化コース）
○ 人材開発支援助成金（特別育成訓練コース）
○ 就職氷河期世代の不安定就労者・無業者を対象とした募集機会の拡大
○ 採用選考を兼ねた社会人インターンシップの実施の推進
○ セキュリティ人材のキャリアアップ等の促進
○ 中小企業による多様な人材の確保・活用に向けた支援
○ 障害者や生活困窮者向けの農林水産業に関する技能習得研修等の支援

 民間ノウハウの活用
○ 民間事業者のノウハウを生かした不安定就労者の就職・定着支援

〇 就職氷河期世代の中には、就労や社会参加に向けた支援を行う上で、配慮すべき様々な事情を抱える方がおられ、生活の基盤を置く地域の実情もまた多様である。
〇 このため、地域の創意工夫を活かし、一人一人の事情や地域の実情に即した支援メニューを構築し、一人でも多くの方に積極的に届けていかなければならない。
〇 「就職氷河期世代支援プログラム」（「骨太方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）においてとりまとめ）では、現状より良い処遇、そもそも働くことや社会参加を促す中で、就職氷河期
世代の正規雇用者については、３０万人増やすことを目指し、今後３年間 を集中的に取り組むべき期間と定めている。他方、就職氷河期世代の方々はそれぞれに事情が多様であり、息長く支援
していく必要がある場合も十分に想定される。

〇 本行動計画の実行に必要な予算については、集中的な取組期間である３年間、安定的に確保する。特に、相談・支援機関の強化・連携や本人に対する支援策については、大幅に新設・拡充す
るとともに、地域における先進的・積極的な取組への支援を含め、関係者が安心して取り組めるよう、令和元年度補正予算から、令和４年度予算までの３年間で６５０億円を上回る財源を確保。

〇 本行動計画においては、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえ、オンラインでの相談業務やテレワークの環境整備などに取り組む。あわせて、就職氷河期世代をめぐる雇用情勢が厳しいこ
とを踏まえ、就職氷河期世代の専門窓口の拡充など、個別の支援策の拡充を図る。
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就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォームを活用した支援

就職氷河期世代の方々の活躍の促進を図るためには、各地域においても、行政、経済団体、業界団体等
各界一体となっての取組を進めることが重要であることから、企業説明会等を通じた各種支援を実施。

都道府県ごとに設置する就職氷河期世代活躍支援プラットフォームの取組の一環として、各地域におい
て、都道府県をはじめとする各界の参画を得て企業説明会等を行い、就職氷河期世代の積極採用や正
社員化等の支援、行政支援策等の周知等に取り組むとともに、好事例の収集・横展開を図る。

事
業
内
容

令和３年度予定額 501（420)百万円

委託

都道府県プラット
フォーム

（主に労働局が都道府県の協
力を得て事務局機能を担う）

＜例＞
・就職氷河期世代合同企業説明会・面接会
・ハローワーク・サポステ等の特別
相談ブース
・就職氷河期世代を対象としたセミナー
・能力開発施設、支援機関、採用企業等
へのメディアツアー 等

参加

不安定就労者、
保護者等

企業、業界団体

地域のメディア

民間企業

好事例の
収集・横展開
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見学・
体験

就職支援コーディネーター（人材開発支援分）の設置

ポリテク

各省庁地方機関 都道府県、市町村

労働局
（事務局）

経済団体

業界団体

労働局

ハローワーク

就職支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
（人材開発支援分）

職場体験・実習等希望
者

職場体験・実習希望者の取りまとめ

○ ①地域ごとのプラットフォームにおいて、経済団体と連携して、希望者ごとのニーズに沿った職場体験・実習等の機会の開拓・確保を図
るとともに、②業界団体等に委託して、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援する出口一体型の訓練を行うこととしている。

○ これらの取組を円滑に実施するため、地域の経済団体、就職氷河期世代の支援機関、求人者、求職者など関係者・当事者のニーズを踏ま
えた的確な職場実習・体験の機会をコーディネートする専門の者を、都道府県プラットフォームの事務局となる都道府県労働局に新たに配
置し、就職氷河期世代の方々をはじめとした正規雇用化等安定的な就労支援の強化を図る。

経済団体、業界団体 等

傘下企業

職場体験・実習等受入希望企業

職場体験・実習等受入希望企業の取りまとめ～職場体験・実習機会
の

コーディネート～

送り出し
体験・
実習

①都道府県プラットフォームの取組

②出口一体型の訓練（短期資格等習得コース）の取組

労働局

ハローワーク

就職支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
（人材開発支援分）

訓練受講者

業界団体等
※短期資格等習得コース受託者

傘下の求人企業等

職場見学・体験
送り出し

職場見学・体験等受入希望企業

正
社
員
等
安
定
就
職
・
安
定
就
労

金融機関

～業界団体等に対する
効果的な職場見学・
職場体験の実施支援～

令和３年度予定額 812（ 814)百万円
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◇ 官民協働で社会参加等に向けた支援に取り組む「市町村プラットフォーム」の設置・運営を促進するため、都
道府県による出張相談や研修会の開催等を実施する。

○ 都道府県による管内市区町村に対する「市町村プラットフォーム」の設置・運営についての出張相談や研修会等の実施により、市町
村プラットフォーム設置のノウハウや他市町村の取組事例の横展開を図り、市町村プラットフォームの設置およびプラットフォームを通
じた支援を促進する。

都道府県による市町村プラットフォーム設置・運営の支援

事業の概要

実施主体：都道府県
補助率：国３／４

社会福祉法人

医療機関

家族会・当事者会

ハローワーク

サポス
テ

ＮＰＯ法人

※その他：社会福祉協議会、
保健センター 等

市町村
（自立相談支援機関等）

民生委員

出張相談や研修会の開催等
による助言・相談対応、

他市町村の取組の横展開での説明等

都道府県

A市

B町C市

＜事業実施主体＞都道府県
＜補助率＞国３／４

市町村プラットフォーム

市町村プラットフォームの役割

①個別ケースの具体的な支援プ
ランの作成等に関する情報共有

②地域における支援方針の検
討

③つながり作りの支援等に関す
る都道府県プラットフォームへの
要請
等

事業のイメージ

令和２年度第３次補正予算案：140億円の内数（ー）

（新規）
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○ 就職氷河期世代の不安定就労者は、概して能力開発機会が少なく、企業に評価される職務経歴も積めていない。また、
就職活動の失敗により自分に自信が持てない、正社員就職を諦めているなど、様々な課題を抱えている者が多い。

○ 一人ひとりの課題に対応するため、ハローワークに専門窓口を設置し、キャリアコンサルティング、生活設計面の相
談、職業訓練のアドバイス、求人開拓等それぞれの専門担当者がチームを結成し就職から職場定着まで一貫して支援。

○ 新型コロナウイルス感染症による影響に伴う事業活動の縮小等により、就職氷河期世代の就職環境の悪化が懸念され
るため、ハローワークの専門窓口を拡充し、就職氷河期世代の就職支援体制を強化する。

＜専門窓口数＞ 69か所 → 82箇所
＜体制＞ 就労・生活支援アドバイザー 69人 → 82人

就職支援コーディネーター 69人 → 82人
職業相談員 118人 → 144人

・企業に評価される職務経歴が乏しい
・正社員就職のためのスキルが足りない
・スキルを高めるための時間がない
・今後の生活プランが立てられない
・自分に自信がない
・自分にできる求人がない 等

専門窓口

ハローワークにおけるチーム支援 就職 定着支援

チ
ー
ム
構
成
員
が
連
携
し
て
伴
走
型
支
援
を
実
施

就
職

定
着
に
向
け
た
雇
入
れ
企
業
支
援

専門担当者による
就職支援チームを結成

職業訓
練
あっせ
ん

就職可能性の
高い求人開拓

キャリアコンサルティング

職務経歴書作成指導
模擬面接

自分の強みの
再発見

個別支援計画の作成

ハローワークに誘導
（広報の実施、関係機関との連携等）

就職氷河期世代の就職支援のためのハローワーク専門窓口設置・チーム支援

就職氷河期世代の
不安定就労者 広報による

誘導

関係機関（サポステ等）
からの誘導

令和２年度第３次補正予算案 53,515千円
令和３年度予定額 1,660,010 （1,489,680）千円
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就職氷河期世代の方向けの短期資格等習得コースの実施

就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース」により、短期間で取得でき、安定就労につながる資格等の習得を支援
するため、業界団体等に委託し、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援する出口一体型の訓練を行う。さらに、
求職中の非正規雇用労働者の方が働きながら受講しやすい夜間、土日やeラーニング等の訓練を提供する。

厚生労働省

委託

業界団体等

○短期間の訓練
○夜間、土日、eラーニング

等の訓練

●ＩＴ系エンジニア
●小型クレーン、フォークリフト、安全講
習
●自動車運転免許（大型一種、大型二種、

中型、準中型） 等

資
格
・
技
能
例

○事業の周知・広報 ○事前ガイダンス ○キャリアコンサルティング(※直接
申込者）○カリキュラム、教材開発 ○就職支援コーディネーターの支援によ
る職種別団体等と連携した実習先のコーディネート ○処遇改善の働きかけ

○業界団体傘下の求人事業所において、半日から３
日間程度の職場見学・職場体験

○ハローワーク等と連携した就職支援

求職者向け
支援

正社員
への転換

正社員
就職

出口一体型
求職者

業界団体
傘下の

非正規雇用
労働者

を雇用する
事業所

・キャリアコンサルティング
・求職者送り出し
・業界団体と連携した

求人開拓
・職業紹介

ハローワーク

直接申込

非正規雇用
労働者の
送り出し

○必要に応じて雇用事業所において、ＯＪＴを実施
等

非正規雇用
労働者向け

支援

労働局
就職支援コーディネーター（人材開発支援分）
管内の職場見学・職場体験をコーディネートを行う者。
本事業では、効果的な職場見学・職場体験の実施等を
支援する。

サポート

令和３年度予定額
2,745,138(3,465,202)千円

※
本事業で実施される訓練、職場見学・

職場体験等については、職業訓練受講給
付金の給付対象とする。  17 17



求職者支援制度について

求職者支援制度の趣旨・目的

雇用保険を受給できない求職者に対して、①訓練を受講する機会の確保、②一定の場合に訓練期間中における給付
金の支給、③ハローワークが中心となったきめ細かな就職支援を行うことにより、早期の就職を支援するもの。

雇用保険を受給できない者で、就職を希望し、支援を受けようとする者

例えば･･･

 雇用保険の受給終了者、受給資格要件を満たさなかった者
 雇用保険の適用がなかった者
 学卒未就職者、自営廃業者等

 民間教育訓練機関が実施する就職に資する訓練を認定（2ヶ月から6ヶ月の訓練）。
 成長分野や地域の求人ニーズを踏まえた地域職業訓練実施計画を策定し、これに則して認定。
 訓練実施機関には、就職実績も加味（実践コースのみ）した奨励金を支給（実績に応じて５～7万円/人月）。

 訓練受講中、一定の要件を満たす場合に、職業訓練受講給付金（月10万円＋交通費及び寄宿する際の費用
（ともに所定の額））を支給。

 不正受給について、不正受給額（３倍額まで）の納付・返還のペナルティあり。

対象者

訓練

給付金

令和３年度予算案（職業訓練受講給付金)

10,271百万円の内数（6,120百万円の内数）

訓練受講者に対する就職支援

 訓練開始前から修了後に至るまで、ハローワークが中心となった訓練実施機関と緊密な連携を図った支援。
 ハローワークにおいて訓練受講者ごとに個別に支援計画を作成し、定期的な来所を求め支援

（必要に応じ担当者制での支援）。
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（１）対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険を受給できない方

（２）訓練期間： ２～６か月

（３）給付金：職業訓練受講給付金

（受講期間中月10万円＋通所手当・寄宿手当の支給（本人収入が月８万円以下等、一定の要件を満たす場合に支給））

（４）訓練の種類

・基礎コース（社会人としての基礎的能力及び短時間で習得できる技能等を付与する訓練）

・実践コース（就職希望職種における職務遂行のための実践的な技能等を付与する訓練）
（コースの例） ・介護系（介護福祉サービス科等） ・情報系（Webクリエイター養成科等）

・医療事務系（医療・調剤事務科等） 等

（５）実施機関：民間教育訓練機関等

・訓練実施機関は、厚生労働大臣が認定

（具体的な認定事務は、訓練内容、就職実績等に関する要件に基づき、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施）

・訓練実施機関に対しては、訓練の運営費等として奨励金を支給

＜基礎コース＞受講者数に応じた定額制（６万円／人月）

＜実践コース＞訓練修了者の就職率に応じ奨励金の額に差を設け、効果的な訓練と就職支援へのインセンティブを高めている（５～７万円／人月）

※この他、託児サービスを提供する訓練実施機関に対し、児童一人当たり月６万６千円を限度に保育奨励金を支給

（６）根拠法：求職者支援法 （職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律）（平成23年10月施行）

求職者支援制度の概要

○ 国は、主に雇用保険を受給できない方（特定求職者）を対象に、求職者支援訓練を実施しています。主に雇
用保険受給者を対象とする公共職業訓練とともに、求職者のセーフティネットとなる公的な職業訓練です。

○ 受講料は無料（テキスト代等は実費）で、要件を満たす方には職業訓練受講給付金も支給されます。
○ ハローワークが訓練受講者ごとに支援計画を作成し、訓練実施機関と連携した就職支援を行います。

令和３年度予定額 11,494,318千円の内数（11,386,663千円の内数）
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特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）

１．以下のいずれにも該当する者（対象労働者）を正社員として雇い入れた事業主
①３５歳以上５５歳未満の者
②「雇入れ日前直近５年間に正社員としての雇用期間が通算１年以下の者」かつ、
「雇入れ日前１年間正社員として雇用されていない者」

③職業紹介の時点で「失業状態の者」または「非正規雇用労働者」かつ、「ハローワークや
職業紹介事業者等において、個別支援等の就労に向けた支援を受けている者」
④安定した雇用を希望している者

２．支給額 : 対象労働者１人あたり計６０（５０）万円
６か月定着後 ３０(２５)万円
１年定着後 ３０(２５)万円
※括弧内は中小企業以外

※就職氷河期世代の正社員就職を促進するため、助成金の活用と併せて以下の取組みを実施
・ 就職氷河期世代限定求人の開拓・確保
・ 就職氷河期世代限定面接会、人手不足業種との職場見学会付き面接会の開催

正社員経験が無い方や、正社員経験が少ない方について、失業しておらず非正規雇用労働者で
ある場合も含めて、正社員就職を支援する。

支給要件等

令和３年度予定額 14.3億円（13.0億円）
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トライアル雇用助成金
(一般トライアルコース)

職業経験の不足などから、安定した職業に就くことが困難な求職者について、常用雇用への移
行を目的に一定期間（原則３か月）試行雇用する事業主に対して助成する制度。

■ 概要

■ 助成内容等

※ 対象労働者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合は月額５万円となる。
※ ハローワーク、職業紹介事業者等（助成金の取扱いに係る同意書の提出が必要）の紹介が必要。
※ 母子家庭の母等の場合、特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の第２期の併用が可能。

厚生労働省

令和３年度予定額 13.1億円（12.0億円）

対象労働者 支給額

○２年以内に２回以上離職又は転職を繰り返している者

○離職している期間が１年超の者

○育児等で離職し、安定した職業に就いていない期間が１年超の者

○フリーターやニート等で55歳未満の者

○特別の配慮を要する者（生活保護受給者等）

月額４万円
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キャリアアップ助成金について 令和３年度予定額：739億円（２年度予算額1,231億円）

目
的 コース名・内容 助成額 ※＜＞は生産性の向上が認められる場合の額、（ ）は大企業の額

正
社
員
化
支
援

正社員化
コース

有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転
換又は直接雇用

①有期→正規：１人当たり57万円＜72万円＞（４2.75万円＜5４万円＞）
②有期→無期：１人当たり28.5万円＜36万円＞（21.375万円＜27万円＞）
③無期→正規：１人当たり28.5万円＜36万円＞（21.375万円＜27万円＞）
※派遣労働者を正規雇用で直接雇用する場合、①③：１人当たり28.5万円＜36万円＞（大企業も同額）加算
※母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合

①：１人当たり9.5万円＜12万円＞（大企業も同額）、②③：１人当たり4.75万円＜6万円＞（大企業も同額）加算
※勤務地・職務限定・短時間正社員制度を新たに規定した場合、①③：１事業所当たり9.5万円＜12万円＞（7.125万円＜9万円＞）加算

障害者正社員化コース
（新規）

障害者を正規雇用労働者等に転換
①有期→正規：１人当たり90万円（67.5万円） ※重度障害者等の場合は１人当たり120万円（90万円）
②有期→無期：１人当たり45万円（33万円） ※重度障害者等の場合は１人当たり60万円（45万円）
③無期→正規：１人当たり45万円（33万円） ※重度障害者等の場合は１人当たり60万円（45万円）

処
遇
改
善
支
援

賃金規定等改定
コース

全て又は一部の有期雇用労働者等の基本給
の賃金規定等を改定し、２％以上増額

①全ての賃金規定等改定：
対象労働者数が１人～３人：１事業所当たり9.5万円＜12万円＞（7.125万円＜9万円＞） ４人～６人：１事業所当たり19万円＜24万円＞（14.25万円＜18万円＞）

７人～10人：１事業所当たり28.5万円＜36万円＞（19万円＜24万円＞） 11人～100人：１人当たり2.85万円＜3.6万円＞（1.9万円＜2.4万円＞）

②雇用形態別、職種別等の賃金規定等改定：
対象労働者数が１人～３人：１事業所当たり4.75万円＜6万円＞（3.325万円＜4.2万円＞） ４人～６人：１事業所当たり9.5万円＜12万円＞（7.125万円＜9万円＞）

７人～10人：１事業所当たり14.25万円＜18万円＞（9.5万円＜12万円＞） 11人～100人：１人当たり1.425万円＜1.8万円＞（0.95万円＜1.2万円＞）

※ 中小企業において3％以上増額した場合、全ての賃金規定等改定：1人当たり1.425万円＜1.8万円＞加算
雇用形態別、職種別等の賃金規定等改定：1人当たり0.76万円＜0.96万円＞加算

※ 中小企業において5％以上増額した場合、全ての賃金規定等改定：１人当たり0.95万円＜1.2万円＞さらに加算
雇用形態別、職種別等の賃金規定等改定：1人当たり0.475万円＜0.6万円＞さらに加算

※ 「職務評価」の手法の活用により実施した場合、１事業所当たり19万円＜24万円＞（14.25万円＜18万円＞）加算

賃金規定等共通化
コース

有期雇用労働者等と正規雇用労働者との共
通の賃金規定等を新たに規定・適用

１事業所当たり57万円＜72万円＞（42.75万円＜54万円＞）
※ 対象労働者1人当たり、2万円＜2.4万円＞（1.5万円＜1.8万円＞）加算

諸手当制度等共通化
コース

有期雇用労働者等と正規雇用労働者との共
通の諸手当制度を新たに規定・適用、又は
有期雇用労働者等を対象に法定外の健康診
断制度を新たに規定し、４人以上実施

１事業所当たり38万円＜48万円＞（28.5万円＜36万円＞）
※ 諸手当制度を共通化した対象労働者２人目以降、1人当たり、1.5万円＜1.8万円＞（1.2万円＜1.4万円＞）加算
※ 同時に2つ以上の諸手当を導入した場合に、2つ目以降の手当1つにつき、16万円＜19.2万円＞（12万円＜14.4万円＞）加算

選択的適用拡大
導入時処遇改善

コース

選択的適用拡大の導入に伴い、短時間労働
者の意向を適切に把握し、被用者保険の適
用と働き方の見直しに反映させるための取
組の実施

１事業所当たり19万円＜24万円＞（14.25万円＜18万円＞）
※ 社会保険加入時に賃金増額を行った場合、労働者１人につき増額幅に応じ以下の額を加算

2％以上：１.９万円＜2.4万円＞（１.４万円＜１.８万円＞） 3％以上：2.9万円＜3.6万円＞（2.2万円＜2.7万円＞） 5％以上：4.7万円＜６万円＞（3.6万円＜4.5万円＞）
7%以上：6.6万円＜8.3万円＞（５万円＜6.3万円＞） 10％以上：9.4万円＜11.9万円＞（7.1万円＜8.9万円＞） 1４％以上：13.2万円＜16.6万円＞（9.9万円＜12.5万円＞）

※ 短時間労働者の生産性の向上を図るための取組（研修制度や評価の仕組みの導入）を行った場合に、10万円（7.5万円）加算

短時間労働者
労働時間延長

コース

有期雇用労働者等の週所定労働時を延長し、
社会保険を適用

１人当たり22.5万円＜28.4万円＞（16.9万円＜21.3万円＞）
※ 労働者の手取りが減少しない取組をした場合、1時間以上５時間未満延長でも助成(上記「賃金規定等改定コース」又は「選択的適用拡大導入時処遇改善コース」と併せることも可)
1時間以上２時間未満： 4.5万円＜5.7万円＞ （3.4万円＜4.3万円＞） 2時間以上３時間未満： ９万円＜11.4万円＞ （6.8万円＜8.6万円＞）
3時間以上４時間未満：13.5万円＜17万円＞（10.1万円＜12.8万円＞） 4時間以上５時間未満：18万円＜22.7万円＞（13.5万円＜17万円＞）

人
材
育
成
支
援

人材育成コース
※ 30年度から
「人材開発支援
助成金」に統合

有期雇用労働者等に次のいずれかの訓練を
実施
・一般職業訓練（OFF-JT）
・有期実習型訓練（「ジョブ・カード」を
活用したOFF-JT+OJT）

OFF-JT 賃金助成：１ｈ当たり760円＜960円＞（４75円＜600円＞）
経費助成：実費助成

※訓練時間数に応じて1人当たり次の額を限度 【 】は有期実習型訓練後に正規雇用等に転換された場合
100時間未満の場合 10万円（７万円）【15万円（10万円）】 100時間以上200時間未満の場合 20万円（15万円）【 30万円（20万円）】
200時間以上の場合 30万円（20万円）【50万円（30万円）】

OJT 実施助成：１ｈ当たり760円＜960円＞（665円＜8４0円＞）

○ 有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」）といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップを促進するた
め、 正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して包括的に助成
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人材開発支援助成金（令和３年度予算）

○職業訓練を実施する事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する等により、企業
内の人材育成を支援

支給対象となる訓練 対象 助成内容
助成率・助成額 注：（ ）内は中小企業事業主以外

生産性要件を満たす場合

特定訓練コース

・事業主
・事業主団体等

・労働生産性の向上に直結する訓練
・若年労働者への訓練
・技能承継等の訓練
・グローバル人材育成の訓練
・雇用型訓練（※１）

について助成

OFF-JT
経費助成：45（30）％

【60（45）％ （※２）】
賃金助成：760（380）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：665（380）円/時・人

OFF-JT
経費助成：60（45）％

【75(60)％ （※２）】
賃金助成：960（480）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：840（480）円/時・人

一般訓練コース ・事業主
・事業主団体等

・他の訓練コース以外の訓練
について助成

OFF-JT
経費助成：30％
賃金助成：380円/時・人

OFF-JT
経費助成：45％
賃金助成：480円/時・人

特別育成訓練コース
（※３）

・事業主

・一般職業訓練
・有期実習型訓練
・中小企業等担い手育成訓練

について助成

OFF-JT
経費助成：実費（※４）
賃金助成：760(475)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：760(665)円/時・人

OFF-JT
経費助成：実費 （※４）
賃金助成：960(600)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：960(840)円/時・人

教育訓練休暇付与コース

・事業主

・有給教育訓練休暇制度を導入し、労
働者が当該休暇を取得して訓練を受
けた場合に助成

・事業主が長期の教育訓練休暇制度
を導入し、一定期間以上の休暇取得
実績が生じた場合に助成

定額助成：30万円

経費助成（定額）：20万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：
6,000円/日・人

定額助成：36万円

経費助成（定額）：24万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：
7,200円/日・人

※１ ・特定分野認定実習併用職業訓練（建設業、製造業、情報通信業の分野） 、認定実習併用職業訓練
※２ ・雇用型訓練のうち特定分野認定実習併用職業訓練の場合

・セルフ・キャリアドック制度導入企業の場合
※３ ・非正規雇用労働者が対象
※４ ・一人当たり。訓練時間数に応じた上限額を設定。（中小企業等担い手育成訓練は対象外）
※５ ・通信制（e－ラーニングを含む）の場合は、経費助成のみ対象とする

令和３年度予定額 32,228,406 (87,430,439）千円
(令和２年度３次補正予定額 1,000,609 千円)
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○ 就職氷河期世代の多種多様な課題に対応するとともに、今後３年程度で集中的に支援し、安定就職の流れを加速化さ
せるためには、国だけではなく、民間事業者による創意工夫を活かした支援も併せて活用することが重要である。

○ このため、特に不安定就労者の多い地域において、成果連動型の民間委託により不安定就労者の教育訓練、職場実習
等を行い、安定就職につなげる事業を実施する。

実施形式：就職氷河期世代の不安定就労者の多い全国16の都道府県労働局において、委託事業（成果連動型）にて実施。

取組内容：①不安定就労者に対して、創意工夫を活かして、２ヶ月程度（最大３ヶ月）の教育訓練、職場実習等を実施する場合に、
その訓練等にかかる費用（10万円）を支給

②訓練等を経て安定就職し、一定期間（６ヶ月）定着した場合は、成果に連動した委託費（50万円）を支給
③さらに一定期間（６ヶ月、計１年間）定着した場合は、成果に連動した委託費（10万円）を支給

○ 創意工夫を活かして、以下の教育訓練・職場実習等を実施

した場合に、その訓練等にかかる費用を支給

・ 職場見学や職業体験等就労意識の醸成に関する取組

・ 教育訓練等スキルアップにつながる取組

・ 職場実習等を受け入れる企業を開拓して、当該企業での職

場実習等実践的な取組 等

民

間

事

業

者 就
職 ＋

定
着

（委託事業のイメージ）

募集

不安定就労者

就職

実習先開拓

実践的な職場実習

○ 訓練等を経て安定就職についた後も、

定着支援を実施し、一定期間（６ヶ月後、１年後）

定着した場合は、成果に連動した委託費を支給

※ 同事業で実施される教育訓練、職場実習等については、職業訓練受講給付金の給付対象とする。

民間事業者のノウハウを活かした不安定就労者の就職支援

令和３年度予定額 2,890,852 （1,304,561）千円
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◇ 厚生労働省就職氷河期世代活躍支援プランでは、「情報のアウトリーチ」として支援が必要な方の手元に必要な情報が届くよう、施策
や相談窓口の周知・広報を地域レベルで推進し、そのための環境整備として広報素材の提供や自治体の好事例の展開を行うこととしてお
り、令和２年度は、ひきこもり支援施策や相談窓口の案内に加えて、支援施策を活用する意欲を喚起するため、支援機関等を通じて社会
とのつながりを回復することができた事例について、ひきこもり状態にある者やその家族への周知を行っている。

◇ 令和３年度は、国から地域社会に対してひきこもり支援に関する普及啓発や情報発信を行い、ひきこもりへの理解促進を図るとともに、
ひきこもり当事者が孤立せず、相談しやすい環境づくりを促進する。（新規）

情報のアウトリーチの推進

◇ 就職氷河期世代をはじめとした社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする方に対し、「一人ひとりが抱える課題に応じた就職支援
の充実や職業的自立の促進」や「生活支援の充実等によるセーフティネットの強化」を行うことにより、社会の担い手として活躍できる
よう支援する。

◇ 具体的には、以下の取組を実施する。
・ 【相談支援に結びつけるための支援の強化】自立相談支援機関の機能強化（アウトリーチ等の充実）
・ 【就労支援メニューの強化】都道府県による就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング等

◆ 社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする方については、アウトリーチ等による積極的な情報把握により早期に支援につなぐことや、支援に
つながった後の集中的な支援が求められるが、自立相談支援機関では十分なアウトリーチを実施するだけの人手が確保できていない実態があ
る。
◆ このため、自立相談支援の機能強化のためのアウトリーチ等を行うための経費について、財政支援の仕組みを新たに創設する。

自立相談支援の機能強化の概要

ア）アウトリーチの充実
○ 自立相談支援機関において、アウトリーチ支援員を配置。
○ アウトリーチ支援員は、ひきこもり地域支援センターやサポステ等とプラットフォームを形成するとともに、同行相談や、信頼関係の構築

といった対本人型のアウトリーチを主体に、ひきこもり状態にある方など、支援に時間のかかる方に対して、より丁寧な支援を実施する。
○ 具体的には、アウトリーチの充実として、

① 家族などから相談があったケースについて、自宅に伺い、本人に接触するなど、初期のつながりを確保
② つながりが出来た後の信頼関係の構築、本人に同行した、関係機関への相談、就労支援といった、自立までの一貫した支援を実施

等
イ）相談へのアクセスの向上

○アウトリーチ支援員による土日祝日や時間外の相談の実施等、相談へのアクセスを向上する。

事業内容 ※ 本事業の実施期間は令和２～４年度とする。

アウトリーチ等の充実による自立相談支援の機能強化

実施主体：国

実施主体：市等
補助率：１０／１０

令和３年度予算案：1.5億円（ー）

令和３年度予算案：31.7億円（31.7億円）
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1

地域若者サポートステーション事業
○サポステ相談支援事業
・職業的自立に向けての専門的相談支援（個別相談・プログラム等）
・高校中退者等のニーズに応じたアウトリーチ型の相談

・福祉機関等へのアウトリーチ展開

・OJTとOff-JTを組み合わせた職場体験プログラム

・就職した者への定着・ステップアップ相談

○若年無業者等集中訓練プログラム事業
就職活動や職業生活に必要な実践的な知識・能力の獲得に向けた

合宿形式を含めた集中的な訓練（一部のサポステで実施）

ハローワーク

地域若者サポートステーション事業

就労に向けた支援

若者自立支援中央センター（全国１か所）
サポステスタッフ研修、調査・研究、情報収集・提供、 等
氷河期世代無業者一元案内・相談機能（サポステ・プラス・ナビ）
サポステにおけるオンライン相談の支援機能の強化

高校等教育機関

地域若者サポー ト ス テ ー シ ョ ン 1 7 7箇所
※ う ち 3 4 箇 所 は 常 設 サ テ ラ イ ト と し て 設 置

保健・福祉機関

・他の支援機関との連携・リファー

・高校等からの支援対象者に係る情報提供

サポステの支援がないと求職活動を行うのは困難なケース

地
方
自
治
体

地域社会
自治会、町内会等

商工会・商店街

○ 若者の数が減少する一方で、若年無業者（ニート）※１の数は50万人台半ばで高止まりしており、いわゆる氷河期世代を含めた無業者の数は120万人に達している。

○ これらの者の就労を支援することは、若者等の可能性を広げるだけでなく、将来生活保護に陥るリスクを未然に防止し、経済的に自立させ、地域社会の支え手とするとともに、我が国の産業の

担い手を育てるために重要である。

○ そのため、若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう「地域若者サポートステーション」（※２）において、地方自治体と協働し（※３） 、

職業的自立に向けた専門的相談支援、高等学校・福祉機関等へのアウトリーチ相談、就職後の定着・ステップアップ支援、若年無業者等集中訓練プログラム等を実施する。

○ 令和３年度は、就職氷河期世代の方々の着実な就職等の実現を強力に支援するため、対象者の個別ニーズに対応した支援メニューを複数年度に跨がって一体的に提供するとともに、

オンラインによる相談支援を促進する。

企業
（職場体験先）

【サポステの実績】

～若者の職業的自立支援～

職業相談・紹介

（※１ 15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者 ※２ H18年度～。若者支援の実績・ノウハウのあるＮＰＯ法人等 実施。15～49歳対象 ※３ 地方自治体から予算措置等）

＊ 平成27年度より、「就職者」について雇用保険被保険者になり得る就職者に限定、さらに
平成29年度より、雇用保険被保険就職であることを書類により確認できる場合に限定

＊ 平成30年度より、「就職等」とし、雇用保険被保険者となることが見込まれる就職及び公的
職業訓練スキームへの移行も含めて評価

公民館NPO等
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令和３年度予定額 5,167（5,299）百万円

・
オ
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ン
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・
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うち就職等者数(人)

11,110 10,603 15,815 67.0% 457,293 287,413 169,880

令和元年度地域若者サポートステーション事業の実績

進路決定者数(人)
登録者数(人) 就職等率(％) 総利用件数(件) 相談件数(件)

セミナー等
参加者数(人)
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◇ ひきこもりに関する相談窓口としては、都道府県、指定都市に設置されているひきこもり地域支援センター（県域）及び福祉事務所設
置自治体の自立相談支援機関（市町村域）がある。

◇ しかし、ひきこもりに関する相談に対応する人材やノウハウが不足していると考える市町村は多く、身近な市町村域でのひきこもり支
援を充実させるためには、このような市町村への支援が不可欠である。

◇ このため、現在、ひきこもり相談に関するノウハウを有するひきこもり地域支援センターの機能強化及び体制強化を図り、市町村の自
立相談支援機関等の取組に対し、専門的観点から助言等を行う機能を強化する必要がある。

◇ 具体的には、より専門性の高い相談支援体制を構築するため、医療、法律、心理、福祉、就労支援等の多職種から構成されるチームの
ひきこもり地域支援センターへの設置を促進することにより、自立相談支援機関に対する専門的なアドバイスや、当該支援機関と連携し
て、当事者への直接支援を行う。

ひきこもり地域支援センター

多職種専門チーム

自立相談支援機関

ひきこもりの状態にある者

専門的
アドバイス

（Ａ市）

市町村ひきこもり相談員

市町村等支援員

自立相談支援機関

ひきこもりの状態にある者

多職種専門
チームによ
る検討要請

（B市）

市町村ひきこもり相談員

市町村等支援員

専門的
アドバイス

ひきこもり地域支援センターと自立相談支援機関の連携強化

事業イメージ

◇ ひきこもり状態にある者への相談支援については、ひきこもり地域支援センターと生活困窮者自立相談支援機関等により行うこととし
て いるが、生活困窮者自立相談支援機関の職員等がひきこもりに関する専門知識への理解を深め、専門性を高めるとともに、センター
との円滑な連携を図っていく必要がある。

◇ このため、生活困窮者自立支援制度人材養成研修においてテーマ別研修を設定し、8050問題などひきこもりの長期化が社会問題化し
ている現状を踏まえ、ひきこもり状態にある者やその家族への支援手法に係る研修等を実施する。

※全国で同一水準の研修を受けられる機会を確保するため、映像教材やe-learning教材を作成。

ひきこもり支援に携わる人材の養成研修等

実施主体：国

実施主体：都道府県・指定都市
補助率：１／２

令和３年度予算案：11.5億円（11.5億円）

令和３年度予算案：1.2億円（ 1.2億円）
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◇ ひきこもり支援においては、中高年も含め、ひきこもり状態にある者の年齢にかかわらず支援を行ってきており、中高年のひきこも
りの状態にある者をはじめとした当事者個々のニーズに応じた、きめ細かな支援が必要である。

◇ 例えば、ひきこもり状態にある者の中には、就労が困難である者も一定程度存在するものと考えられ、就労に限らない多様な社会参
加の場を確保する必要がある。

また、ひきこもり状態にある者の最も身近な支援者はその家族であるが、本人との接し方についてのアドバイスを必要とする者もお
り、ひきこもり状態にある者の家族への支援も必要とされている。

◇ このため、市町村等で実施するひきこもりサポート事業において、当事者個々に適した支援の充実を図るため、
市町村において、中高年のひきこもり状態にある者をはじめとした当事者個々に適した居場所やボランティア活動の機会の提供を進

めることにより、安心して過ごせる場所や自らの役割を感じられる機会を創造する。また、家族に対しても、ひきこもり状態にある者
と良好な関係を構築できるよう相談会や講習会等の実施を促進する。

（例）
・年齢や性別、ひきこもり状態にある期間等に配慮した居場所づくり
・ボランティア活動等の多様な社会参加の場の確保
・家族に対する、当事者である子との接し方や親子間の関係を良好なものとしていくためのノウハウを得られる場の提供や、親なき後も安心して暮らせるような

ライフプラン作成のための講習

※ ひきこもり状態にある方にとって、「居場所」への参加は、社会参加への第一歩であり、特に重要なもの。このため、ひきこもりサポート事業を行う場合
には、「居場所づくり」を必ず実施するものとする。

地域におけるひきこもり支援の充実①

実施主体：都道府県、市町村
補助率：１／２

中高年の者をはじめ当事者個々に適した支援の充実 令和３年度予算案：11.5億円（11.5億円）【再掲】
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◇ 新型コロナウイルス禍においては、感染拡大防止に配慮した居場所等の実施や相談支援が求められている。
また、ひきこもり当事者にとって、当事者・経験者との会話は安心できるものであり、加えて、SNS等を用いたオンラインによる

相談は、対面での相談に比べて相談に対する心理的ハードルが低い。

◇ このため、SNSや電話等によるオンラインでの居場所の実施やカウンセリング相談など、リモートでのひきこもり当事者・経験者
等による支援を充実し、新型コロナウイルスの感染拡大防止を図りながら、支援機関への相談に抵抗感を抱くひきこもり状態にある者
が相談しやすい環境を整え、必要な支援へ繋ぐ 。

地域におけるひきこもり支援の充実②

実施主体：都道府県、市町村
補助率：３／４

ひきこもり当事者（ビアサポーター）等によるSNS・電話等による支援の充実 （新規）

ひきこもり状態にある者

市町村プラットフォーム

※その他：社会福祉協議会、
保健センター 等

都道府県・市区町村
（委託先法人）＜事業実施主体＞

都道府県又は市区町村（委託可）
＜補助率＞
国３／４

社会福祉法人

医療機関

家族会・当事者
会

ハローワーク ＮＰＯ法人

自立相談支援機関

ひきこもり地域支援センター

民生委員

居場所
（当事者の交流）

ひきこもり状態に
ある者の家族

オンライン

家族会
（家族の交流）

ピアサポーター 支援機関
との連携

傾聴
カウンセリング

令和２年度第３次補正予算案：140億円の内数（ー）
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地域共生社会の実現に向けた取組について

重層的支援体制整備事業の実施

重層的支援体制の整備に向けた支援等

◇ 市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、属性を問わない相談支援、
多な参加支援の推進、地域づくりに向けた支援を一体的に行う重層的支援体制整備事業（令和２年６月に成立した改正社会福祉法におい
て創設）を実施する。

◇ 市町村の重層的支援体制の整備を促進するため、「重層的支援体制整備事業への移行準備事業」、「都道府県による市町村への後方
支援」等の支援を行う。

１．包括的相談支援事業
市町村において、介護、障害、子ども・子育て、生活困窮分野の各法に基づく相談支援事業（※）を一体的に行うことにより、対象者の属性を問わず、包

括的に相談を受け止め、必要な支援を行う。相談受付・アセスメントの結果、複雑・複合的な課題を抱えていることから各関係機関において連携して対応
する必要がある場合は、多機関協働事業につなぐ等の必要な支援を行う。
（※）各法に基づく相談支援事業

・介護分野（地域包括支援センターの運営）、障害分野（障害者相談支援事業）、子ども・子育て分野（利用者支援事業）、
・生活困窮分野（自立相談支援事業、福祉事務所未設置町村による相談事業）

２．地域づくり支援事業
市町村において、介護、障害、子ども・子育て、生活困窮分野の各法等に基づく地域づくり支援事業（※）を一体的に行うことにより、地域住民が地域社

会に参加する機会を確保するための支援、地域生活課題の発生の防止又は解決にかかる体制の整備、地域住民相互の交流を行う拠点の開設等を行う。
（※）各法等に基づく地域づくり支援事業

・介護分野（地域介護予防活動支援事業、生活支援体制整備事業）、障害分野（地域活動支援センター事業）子ども・子育て分野（地域子育て支援拠点事業）
・生活困窮分野（地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業）

３．多機関協働事業等実施事業
相談支援機関等の役割分担等を図る多機関協働、支援が届いていない人に支援を届ける等の取組を行うアウトリーチ等による継続的支援、社会とのつなが

りをつくるための支援等を行う参加支援に取り組む。

（重層的支援体制整備事業の事業内容）

令和３年度予算案：609億円の内数（ー）

（新規）
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◇ 就職氷河期世代をはじめとした社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする方に対し、「一人ひとりが抱える課題に応じた就職支援

の充実や職業的自立の促進」や「生活支援の充実等によるセーフティネットの強化」を行うことにより、社会の担い手として活躍できる

よう支援する。

◇ 具体的には、以下の取組を実施する。

・ 【相談支援に結びつけるための支援の強化】自立相談支援機関の機能強化（アウトリーチ等の充実）

・ 【就労支援メニューの強化】都道府県による就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング等

◆ 就労支援の充実のためには、就労体験や訓練を受け入れる企業の協力が不可欠であるが、自治体によっては支援員の余力がなく企業開拓ま

で積極的に取り組めていない実態がある。

◆ また、生活困窮者支援に理解が深く、積極的に受け入れる方針を示す企業については、市町村の枠を超えて情報共有を図り、より多くの利用者

受入につなげることが支援の質の向上に資することから、広域での情報共有やマッチングを行うことが有効と考えられる。

○ 地域の社会福祉法人や社会貢献に尽力している企業等を中心に企業を訪問。特に就労に向け一定の準備が必要な長期間就労して

いない者（ひきこもりなど）や不安定就労を繰り返している者が利用可能な就労体験・就労訓練先を開拓し、対象者の状態像に合わ

せて丁寧な業務の切り出しを提案。

○ 開拓した就労体験・就労訓練先の情報を県内自立相談支援窓口へ共有。窓口担当者向けに見学会を実施するとともに、利用を提

案。併せて新たな就労体験等のニーズを把握。

○ 円滑な利用が図られるよう就労体験先等の初回利用の際に同行。企業側との調整を実施。

※ 本事業の実施期間は令和２～４年度とする。

就労支援の機能強化①（都道府県による就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング）

実施主体：都道府県
補助率：定額

事業内容

事業の概要等

◇ 新型コロナウィルス感染症の影響により自立相談支援機関や福祉事務所への相談増加が著しい状況を踏まえ、指定都市、中核市等に
おいて、社会福祉法人、社会貢献に尽力している企業及び人手不足が深刻で社会的必要性が高い運送業、宅配、食品スーパー等を中心
に就労体験・就労訓練先等を積極的に開拓。（新規）

令和２年度第３次補正予算案：140億円の内数（ー）

実施主体：指定都市、中核市等
補助率：３／４

令和３年度予算案：3.3億円（3.3億円）
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◇ 生活困窮者自立支援制度における就労準備支援事業等の任意事業については、市町村規模が小さいことにより庁内体制が脆弱であっ

たり、地域に活用可能な資源がない等の理由により、実施率は一定割合にとどまっている。

◇ 一方、就職氷河期世代への支援の強化が課題となっている等、任意事業の実施率を高めることは更に重要性を増している。

◇ こうした中、市同士の連携や都道府県の関与による広域実施について、実施自治体の取組例を参考とし、こうした取組をモデル的に

実施することで、任意事業の実施を推進する。

事業内容

ア 自治体を超えた連携自治体内における広域支援の実施（広域実施の際の事業運営や費用按分に係るルール作りや調整等）
イ 委託先となる法人等の地域の社会資源の開拓
ウ 広域実施の主体自治体における、広域参加自治体の住民を対象とした支援 等

事業の概要等

実施形態

○ 市同士の連携による広域実施（取組例：加西市等）
○ 都道府県が関与した広域実施（取組例：熊本県、大阪府
等）

事業名
利用ニーズが

不明

利用ニーズは
あるものの
少ないため
事業化しにくい

利用ニーズは
あるものの

自立相談支援事業で
対応可能

ニーズがあり
事業化したいが
予算面で困難

その他

8.6%

就労準備支援事業
（n=467）

34.3% 33.6% 16.5% 7.7% 7.9%

一時生活支援事業
（n=625）

54.9% 25.4% 6.4% 4.6%

子どもの学習支援事業
（n=366）

48.4% 18.6% 1.1% 4.9% 27.0%

家計相談支援事業
（n=499）

21.0% 19.2% 39.3% 13.0% 7.4%

［参考］任意事業を実施しない理由（平成30年度実施状況調査）
［備考］

本事業は、単に事業の実施率を高めるだけで
はなく、就労準備におけるメニューの充実や、
自治体間での情報共有等の相乗効果といった、
支援内容の充実も効果として見込まれる。

モデル箇所数

○ ３０箇所程度

※ 本事業の実施期間は令和２～４年度とする。

就労準備支援事業等の実施体制の整備促進

実施主体：市等
補助率：定額

令和３年度予算案：5.8億円（5.8億円）
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◆ 生活困窮者の就労支援において、農業体験等に参加することが、生活リズムを整えることやコミュニケーション能力の向上に有用であり、就労準

備支援事業などで各自治体において取り組んでいるところであるが、体験先は各自治体で協力先を確保しているのが現状。

◆ 農業分野等と福祉分野との連携を一層推進し、効果的・効率的な就労支援を提供するため、各都道府県単位で農業体験等として利用者を受け入

れることが可能な事業者の情報を集約し自立相談支援機関へ提供することにより、利用希望者と受入希望事業者をマッチングする仕組みを、全国

複数箇所でモデル的に実施する。

・委託事業者の調整のもとに、全

国複数箇所（５ヶ所程度）に、県

内の農業事業者等の求人・訓練受

入希望の情報を把握し、自立相談

支援機関へ情報提供するための

マッチング支援機関を設置。

・委託事業者は、各地のマッチン

グ支援機関の取組の進捗を把握

し、円滑な事業実施のための助

言、報告書作成等を行う。

※事業実施に最適な団体等への委

託を想定。

事業内容

委託先事業者
農業事業者等

自立相談支援機関

利用者

利用意向の確認

マッチング
支援機関

就労体験・就労訓練
への参加

（各県単位で実施）
情報提供

相談
情報収集

情報提供

進捗状況の
把握・助言 等

モデル事業は、県内の
マッチング体制構築を
原則としているが、将来
的には都道府県域を超
えてマッチングすることも
含めて検討。

農業事業者等

自立相談支援機関

利用者

利用意向の
確認

（イメージ）

就労体験・就労訓練
への参加

（Ａ県） （Ｂ県）
情報提供

相談 Ａ県又はＢ県の
マッチング支援機関

情報収集

情報提供

モデル事業イメージ

モデル事業終了後は、事業成果（ノウハウ）を元に、全国各地でマッチング支援機関を設置。
支援体制を構築する。

就労支援の機能強化②（農業分野等との連携強化モデル事業の実施）

実施主体：国

◆ 就職氷河期世代支援として、技能修得に必要な経費及びその期間中の生計を維持するために必要な経費の貸付を行う。

技能修得期間における生活福祉資金貸付の推進

令和３年度予算案：１.０億円（1.0億円）

令和３年度予算案：2.2億円（2.2億円）
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就職氷河期世代等に対する積極的な広報の実施

○ 就職氷河期世代には、これまで不安定な就労を繰り返しており、自己評価が低い傾向にあることや、安定就労に向けてスキ
ルアップや転職活動を行う時間的・経済的・心理的余裕がないことから、就労・正社員化に向けた具体的な行動を起こせず
にいる方々、そもそも、就労や正社員を目指すこと自体をあきらめている方々が一定数存在すると考えられる。

○ そこで、ご本人やそのご家族、関係者に対して、「安定就職・社会参加の途を社会全体で用意・応援しています。」ということ
を効果的に伝えるため、関係省庁・経済団体との連携、地域ごとのプラットフォームの活用などのあらゆるルートを通じた広報
を展開する必要がある。

令和３年度予定額 136（136）百万円

集中プログラムの期間中実施（令和２年度から３年間）

不安定就労者

長期無業者

家族、関係者
事業所

様々なメディアの活用

専用ＨＰ
厚生労働省
就職氷河期
世代活躍
支援プラン
（各施策）

詳細を確認

就職氷河期世代に対する国の各種支援策について、インターネット広告、ＳＮＳ広告等のメディアを活用し、就職氷河
期世代本人やその家族等、それぞれの置かれている状況を踏まえ、様々なルートを通じた広報を実施する。

【活用メディアの例】
・ＳＮＳ広告 ・動画広告 ・インターネットバナー広告 ・専用ＨＰ ・ポスター ・リーフレット 等

事
業
内
容
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２．企業等への相談対応、テレワーク導入費用の助成による支援

３．適正な労務管理下でテレワークを導入・定着させている企業の事例紹介

１．雇用型テレワークガイドラインの周知

テレワークガイドラインの周知広報

人材確保等支援助成金(テレワークコース)

テレワーク相談センターの設置・運営

○テレワークを適切に導入及び実施するにあたっての注意すべき点
について周知・啓発を実施。

○テレワーク相談センターを設置し、企業等への訪問コンサルティ
ングやテレワーク導入のアドバイス等、導入支援を実施。
○働き方改革推進支援センターと連携し、地域の相談ニーズに対応。

○良質なテレワークを新規導入し、労働者の人材確保や雇用管理改善等の観点
から効果をあげた中小企業事業主に対し、テレワーク用通信機器の導入等に
係る経費を助成。

国家戦略特別区域における導入支援

○国家戦略特別区域内に相談窓口を設けるなどして、自治体と連携
した各種支援をワンストップで実施。

令和３年度 雇用型テレワークの導入・定着促進のための施策概要
適正な労務管理下における良質なテレワークの導入・定着促進のため、テレワークガイドラインに沿った取組を企業に

促すためのセミナー・表彰や、テレワークを新規に導入する中小企業事業主への助成等の事業を実施。

厚生労働大臣表彰「輝くテレワーク賞」企業向けセミナーの開催

○総務省と連携し、労務管理上やセキュリティ上の留意点の解説
や、企業の導入事例を紹介するセミナーを開催。

○総務省と連携し、先進企業等に対し表彰を行い、その取組を企業
向けのシンポジウム等を通じて幅広く周知。

テレワークモデル就業規則の作成

○テレワークガイドラインに則したモデル就業規則を作成し、各種
セミナー等を通じて周知を行う。

令和３年度予定額 2,819,203千円
（令和２年度当初予算310,993千円、１次補正505,698千円、２次補正3,295,291千円）

適正な労務管理下における良質なテレワークの導入・定着のための取組
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令和３年度の社会保障の充実・安定化等について
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○基礎年金国庫負担割合２分の１
（平成24・25年度の基礎年金国庫負担割合２分の１の差額に係る費用を含む）

○社会保障の充実

・幼児教育・保育の無償化

・高等教育の無償化

・子ども・子育て支援新制度の着実な実施

・医療・介護サービスの提供体制改革

・医療・介護保険制度の改革

・難病・小児慢性特定疾病への対応

・年金生活者支援給付金の支給 等

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増

・診療報酬、介護報酬、年金、子育て支援等についての物価上昇に伴う増

○後代への負担のつけ回しの軽減

・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が確保できていない既存の社会保障費

〈令和３年度消費税増収分の内訳〉（公費ベース）

令和３年度の消費税増収分の使途について

3.4兆円

3.89兆円

0.63兆円

《増収額計：13.4兆円》

5.1兆円

（注１）増収額は、軽減税率制度による減収影響を除いている。
（注２）使途に関しては、総合合算制度の見送りによる4,000億円を軽減税率制度の財源としている。
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事 項 事 業 内 容
令和３年度
予算案

（参考）
令和２年度
予算額

国分 地方分

子ども・子育て支援

子ども・子育て支援新制度の着実な実施 6,526 2,985 3,541 6,526

社会的養育の充実 474 237 237 474
育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 17
新子育て安心プランの実施 223 111 112 －

医
療
・
介
護

医療・介護サービス

の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等

・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）

うち 地域医療構想の実現を図るための病床機能再編支援

・ 診療報酬改定における消費税財源等の活用分

1,179

195

803

851

195

592

328

0

211

1,194

-

602

地域包括ケアシステムの構築

・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）

・ 平成27年度介護報酬改定における消費税財源の活用分
（介護職員の処遇改善等）

・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

824
1,196

534

549
604

267

275
592

267

824
1,196

534

医療・介護保険

制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612

国民健康保険への財政支援の拡充
・ 低所得者数に応じた自治体への財政支援 1,664 832 832 1,664
・ 保険者努力支援制度等 2,272 2,272 0 2,272

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 700
70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248
介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化 1,572 786 786 1,572
介護保険保険者努力支援交付金 200 200 0 200

難病・小児慢性

特定疾病への対応
難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金

年金受給資格期間の25年から10年への短縮 644 618 26 644
遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 80 76 5 68
年金生活者支援給付金の支給 5,220 5,220 0 4,908

合 計 27,078 18,172 8,906 27,111

令和３年度における「社会保障の充実」（概要）

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２） 消費税増収分（2.31兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.4兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（2.71兆円）の財源を確保。

（注３） 保育士の処遇改善については、「社会保障の充実」における全職員を対象とした３％の処遇改善を実施（平成27年度）。このほか、「社会保障の充実」とは別に、平成29年度から全職員を対象とした

２％の処遇改善を行うとともに技能・経験に応じた月額最大４万円の処遇改善を行うなど、取組を進めている。

（注４） 「子ども・子育て支援新制度の着実な実施」及び「新子育て安心プランの実施」の国分については全額内閣府に計上。

（注５） 令和３年度に限り、令和４年度から医療・介護分野において不妊治療の保険適用の財源として充当する予定の消費税増収分を１年限りで一時的に活用する。

（注６） 小児の外来診療に係る診療報酬上の特例的な評価について、令和３年度に一時的に措置した190億円を含む。

（注７） 令和２年度に措置した医療情報化支援基金768億円を含む。

（注４）

（単位：億円）

（注３）

（注６）

（注７）

（注４・５）

 38 38



地方公共団体と厚生労働省間
共同ポータルサイト「OnePublic」の

運用開始について

 39 39



各地方公共団体への依頼事項

1. 令和３年２月１日より、厚生労働省発出の通知や事務連絡等は、原則としてポー

タルサイトへの掲載をもって発信します。同日以降は本サイトから必要情報を取

得するようお願いします。

※ 具体的な変更内容については、各局から別途アナウンスいたします。

2. アカウントの申請作業（〆切：令和２年12月18日）が未完了の地方公共団体は、

速やかに対応をお願いします。

※ 令和３年１月15日午前時点で、9.6％の地方公共団体（うち市56、町83、村32、計

171団体）においてアカウント申請が未完了です。

3. 各職員の端末からポータルサイトへ接続するため、庁内のシステムの変更作業が

必要です。アカウントの申請と合わせて速やかな対応をお願いします。

※ 既に変更作業を完了した地方公共団体のうち、約９割は無償で対応完了していると承

知しています。
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地方公共団体と厚生労働省間共同ポータルサイト
「OnePublic」構築の経緯

• 「効果的にICTを活用することによって、国民の皆さまの利便性の向上や、厚生労働省内の業務改善や効率

化を図る」ことを目的とするICT利活用推進本部（本部長：厚生労働大臣）に設置された「ICT利活用推進

チーム」の提言を受け、地方自治体と厚生労働省間の情報の共有・交換を推進するため、両者で利用可能な

ポータルサイトを新たに構築することとし、2019年度からプロトタイプの構築、一部の団体及び部局での試

行運用、現場のニーズを踏まえた改善等を実施してきた。

• 地方自治体と厚生労働省間の情報共有やコミュニケーション上の課題を解決するため、本ポータルサイトに

は、 ①通知・事務連絡・FAQの掲載機能、②情報交換等を行うコミュニティ機能（掲示板）、③地方自治体

に対するアンケート機能を実装する。

• 国内全自治体及び厚生労働省内各課室での準備作業を経て、2021年2月より全国での全面運用を開始する。

～名称とロゴについて～

名称（OnePublic）
厚生労働省と地方公共団体が、より一層連携を図
り、一体となって種々の厚生労働行政の課題の解
決にあたるという意味を込めたもの
ロゴ
公的機関に従事する様々な人々が、一つにつな
がったイメージ

 41 41



現状の課題
① 制度施行に関わる現場

の疑問や改善提案等の
共有不足。

② 新制度の検討に際し、
国側の構想と地方公共
団体のニーズや実現性
とのマッチングが困難。

③ 地方公共団体の実態を
十分に把握する仕組み
の整備不足。

④ 通知・事務連絡等をそ
の都度メールで送付す
るため、過去の通知等
を地方公共団体でまと
めて参照することが困
難。

⑤ 市区町村への通知等の
送付は都道府県を経由
して行うため、都道府
県の負担やタイムラグ
が発生。

⑥ 大容量ファイルはメー
ルファイルサイズに制
限があり、CD媒体で
郵送せざるを得ない。

共同ポータルサイトで変わること

現場の声をいつでも
簡単に共有！

ファイルサイズを気にせず
スムーズに情報交換！

自治体のニーズや実態に合った
新規施策を検討！

通知・事務連絡等は、タイムラ
グゼロで全国の自治体へ！

※１ファイルあたり

50MB

共同ポータルサイトにより、地方公共団体と厚生労働省
間のコミュニケーション上の課題を解決
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今般の共同ポータルサイト構築にあたって整備したR-Cloud Proxyサービス（※）を利用することにより、厚生労働省
本省及び地方公共団体のそれぞれが、非公開系のネットワークから共同ポータルサイトへ接続できます。

・厚生労働省：統合ネットワーク（NW）経由

・地方公共団体専用の総合行政ネットワーク（LGWAN）環境内：LGWAN経由

地方公共団体
（LGWAN接続系）

LGWAN

共同
ポータル厚生労働省

（非公開系）

厚労省統合
NW

R-CloudProxy

専用線

地方公共団体
（インターネッ

ト接続系）

接続不可

厚生労働省
（公開系）

接続不可

Internet

Internet

インターネットか
らの接続を遮断

ファイル無害化サービス

ポータルへアッ
プロードする
ファイルは、

すべて無害化処
理を実施

※･･･R-Cloud Proxyサービスとは、クラウドサービスと地方公共団体とを総合行政ネットワーク(LGWAN)経由で接続することを可能とするLGWAN-ASPサービ

ス（ASPコード：A820011）です。総務省が発表した自治体情報システム強靭性向上モデルに基づき、各地方公共団体様のネットワークは「LGWAN接続系」と

「インターネット接続系」に分離する必要があります。各種クラウドサービスとR-Cloud Proxyサービスを提供する両備データセンターとを接続し、地方公共団

体において「LGWAN接続系」の環境から接続した場合のみ各種クラウドサービスの提供を可能としています。

共同ポータルサイトには非公開系のネットワークから接続可能
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OnePublicの機能等の概要

通知・事務連絡等の掲載機能

従来のメールや郵送を用いた発

出に代わって、ポータルサイト

上で全ての地方自治体に一斉に

通知を発出し、厚生労働省から

地方自治体に対してスムーズに

情報伝達を行う。

情報交換等を行うコミュニティ
機能（掲示板）

厚生労働省の各課室が設定した

掲示板の中で相互にコメントを

付け合い、厚生労働省と地方自

治体間で活発なコミュニケー

ションを図る。

地方自治体に対するアンケート
機能

厚生労働省から地方自治体に向

けて行うアンケートをポータル

サイト上で実施する。

共同ポータル
＜主な機能＞

＜利用者＞

地方
厚生（支）局

厚生労働省
本省

都道府県

市区町村

＜サイトイメージ＞

• 厚生労働省組織令に
基づく政令課室

• 全国８か所の厚生
（支）局

• 厚生労働行政に関係
する部局・課室

※令和2年度時点
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機能① 通知や事務連絡等の掲載・閲覧

従来のメールや郵送での発出に代えて、厚生労働省において共同ポータルサイトの所定の
領域に通知・事務連絡、ＦＡＱ、会議資料等を掲載し、地方公共団体がそれを検索・参照
することで、厚生労働省から地方自治体へのスムーズな情報伝達を行う。

【特徴】
① 厚労省側は、通知ごと

に発出者、分野、重要
度、発出日、各種タグ
等を付記して発出が可
能

② 地方公共団体側は、①
に基づいて、自身が関
連する行政分野の通知
を検索可能

③ 新規の通知について、
毎日1回アラートメー
ルでお知らせ

④ 過去の通知も含めて、
閲覧・掲載が可能

サンプル サンプル

サンプル
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厚生労働省の各課室側がスレッドを設定し、その中で相互にコメントを付け合うこと

で、疑義照会や意見交換、情報提供（好事例の紹介等）を行う。

【特徴】
① 全ての地方公共団体が閲

覧可能な掲示板により、
地方公共団体－厚生労働
省間の自由なコミュニ
ケーションを実現

② 用途により、閲覧及び入
力可能な地方公共団体を
限定したクローズドの掲
示板を設定することが可
能

③ 掲示板上での資料共有も
可能

④ 掲示板の書き込み内容を
検索することも可能

掲示板 スレッド１

スレッド2

スレッドの返信1-1

スレッドの返信1-2

スレッドの題名に関連した返信を投稿

「〇〇の通知について」等

○○限定
掲示板

スレッド１

スレッドの返信1-1

スレッドの返信1-2
クローズド掲示板

サンプル

機能② 情報交換等を行うコミュニティ機能（掲示板）
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機能③ 地方公共団体に対するアンケート機能

【特徴】
① 作成したアンケート

の回答対象となる地
方公共団体は、目的
に応じて自由に選択
可能

② 回答対象となる地方
公共団体にはメール
で通知

③ 回答状況や集計結果
はリアルタイムに確
認可能

厚生労働省が地方公共団体に対してアンケートを行う際の、アンケート作成、回答依
頼・回答の回収・集計といった一連の作業を、ポータルサイト上で行う。

サンプル

サンプル
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施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線

全世代型社会保障検討会議最
終報告(令和２年12月15日）につ
いて（P.２～10）

政策統括官付
政策統括室

政策第一班
嶺岸 永典
新井 敬大

７６９１
７６７３

就職氷河期世代支援に関する行
動計画2020（令和２年12月25日）
について（P.11～35）

政策統括官付
政策統括室

政策第二班
木村 直哉
松尾 健司

７７２２
７７１５

令和３年度の社会保障の充実・
安定化等について（P.36～38）

政策統括官付
政策統括室

政策第一班
嶺岸 永典
新井 敬大

７６９１
７６７３

Ｏｎｅ　Ｐｕｂｌｉｃについて（P.39～
47）

政策統括官付
政策統括室

政策第五班
板垣 裕之
田邊 康祐

７６９７
７５７３

政策統括官付政策統括室　施策照会先一覧　（厚生労働省代表電話　０３－５２５３－１１１１）
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